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令和６年度水道技術者ブロック別研修会の開催について(通知) 

 

 

 時下 ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 平素より、本協会会務運営につきまして種々ご協力を賜り、厚く御礼申し上げま

す。 

 さて、標記研修会は水道施設の維持管理及び水質の管理に万全を期すため、水道

事業体及び水道関係各機関等の技術職員を対象に全国７ブロックで研修を行い、水

道技術に関する知識の向上を図ることを目的として、開催しております。 

 令和６年度は、別紙開催地一覧のとおり開催することといたしました。 

 つきましては、公務ご多端のところ誠に恐縮ではございますが、本研修会の開催
一覧について、管下の水道関係者の皆様に対する周知にご協力くださいますようお
願い申し上げます。 
なお、標記研修会の開催に当たり、本協会ホームページ(http://www.jwwa.or.jp

/)に開催要領（https://annai.jwwa.or.jp/ippan/Content/pdf/kenshu03.PDF）を掲
載するとともに（３月 21 日（木）午前 10 時公開予定）、併せて本協会より正会員、
賛助会員に通知しておりますことを申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：研修国際部研修課（稲船、田島、谷） 

〒102-0074 東京都千代田区九段南 4-8-9 

TEL：03-3264-2462 

E-mail：kenshu@jwwa.or.jp 

 

 



別 紙 

令和６年度水道技術者ブロック別研修会 開催地一覧 

 

（１）開催地及び開催期日 

ブロック 

開 催 地 

都道府県 

支 部 等 

開催都市 開 催 期 日 参加者都道府県区分 

北 海 道 北 海 道 札 幌 市 ５月３１日（金） 北海道 

東 北 秋 田 県 秋 田 市 ６月１４日（金） 
秋田、青森、山形、福島、岩手、

宮城 

関 東 日本水道協会 東 京 都 ６月２１日（金） 
千葉、埼玉、群馬、東京、 

神奈川、茨城、栃木、山梨 

中 部 愛 知 県 豊 橋 市 ７月 ５日（金） 
愛知、長野、静岡、石川、新潟、 

福井、富山、三重、岐阜 

関 西 
日本水道協会 

大阪支所 
大 阪 市 ７月１９日（金） 

滋賀、大阪、和歌山、奈良、 

兵庫、京都 

中国四国 徳 島 県 徳 島 市 ８月 ２日（金） 
徳島､香川､高知､山口、島根、 

広島､岡山、鳥取、愛媛 

九 州 鹿児島県 鹿児島市 ７月２６日（金） 
鹿児島、佐賀、熊本、宮崎、 

大分、福岡、長崎、沖縄 

 

 

 

（２）開催会場 

ブロック 会 場 名 所在地・電話番号 

北 海 道 
ＴＫＰ札幌ビジネスセンター 

     赤れんが前「５ホール」 

札幌市中央区北 4 条西 6 丁目 1 

TEL：011-806-0050 

東 北 
パーティギャラリーイヤタカ 

２階 ボストンＡ 

秋田市中通 6 丁目 1-13 

TEL：018-835-1188 

関 東 日本水道協会 ７階会議室 
東京都千代田区九段南 4-8-9 

TEL：03-3264-2462 

中 部 豊橋商工会議所 ４０７会議室 
豊橋市花田町石塚 42-1 

TEL：0532-53-7211 

関 西 日本水道協会大阪会館 会議室 
大阪市阿倍野区文の里 4-5-4 

TEL：06-4399-5100 

中国四国 ホテル千秋閣 ７階鳳の間 
徳島市幸町 3 丁目 55 番地 

TEL：088-622-9121 

九 州 かごしま国際交流センター 
鹿児島市加治屋町 19-18 

TEL：099-224-1111 

 



 

（３）時間割 

科 目 時 間 割 

開場・出欠表提出  ８：５０～ ９：１０ 

開 講 挨 拶  ９：１０～ ９：２０ 

水 道 概 論  ９：２０～１０：２０ 

水道維持管理 １０：３０～１２：００ 

（昼 食） １２：００～１３：００ 

水道維持管理 １３：００～１４：００ 

水 質 管 理 １４：１０～１５：１０ 

災害復旧制度の概要 １５：２０～１６：５０ 

閉講・修了証書交付 １６：５０～１７：００ 

※「災害復旧制度の概要」について 

   令和６年４月から水道整備・管理行政が国土交通省へ移管することに伴い、水道 

事業が公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（災害負担法）の対象施設に加わる 

こととなりました。 

本講義は実際の災害における水道施設の災害査定を想定した講義を実施すること 

により、災害査定の実務について理解を深めることを目的としています。 

 

 

（４）参加費 

    会 員  １名 １８，７００円（消費税込み） 

    非会員  １名 ２４，２００円（消費税込み） 

   ※ 参加費の中に昼食代は含まれておりません。 

 


